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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 自己資本比率は、以下の算式により算出しております。 

 （※預り担保有価証券および借入有価証券等を除く。） 

３ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。  

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第99期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第100期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第99期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

営業収益（百万円）  10,981  8,296  44,299

経常利益又は経常損失（△）（百

万円） 
 1,689  1,809  △5,479

四半期（当期）純利益又は四半期

（当期）純損失（△）（百万円） 
 1,094  1,032  △7,503

純資産額（百万円）  105,510  110,077  107,232

総資産額（百万円）  4,793,328  4,825,489  5,293,277

１株当たり純資産額（円）  1,127.47  1,189.24  1,158.32

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期（当

期）純損失金額（△）（円） 

 11.44  11.15  △80.33

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 ―  ―  ―

自己資本比率（％）  2.60  2.63  2.27

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 14,137  1,042  6,179

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △128  △180  △739

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △5,292  △932  △7,111

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 13,346  2,887  2,957

従業員数（人）  282  280  280

自己資本比率 ＝ 
自己資本 

× 100（％） 
負債（※）・純資産合計
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当社の持分法適用関連会社である株式会社ＪＢＩＳホールディングスは、同社グループの事業再編を行い、平成21

年４月に日本電子計算株式会社（当社の持分法適用関連会社）および日本証券代行株式会社（当社の持分法適用関連

会社）の一部業務を株式会社ＪＢＩＳへ承継させました。また、平成21年５月に日本証券代行株式会社の子会社であ

る株式会社ＪＢＩＳビジネスサービス（旧 日本証券共同事務センター株式会社）を子会社といたしました。 

これらの事業再編を受け、当社は当第１四半期連結会計期間より連結財務諸表の作成に際し、これまでの株式会社

ＪＢＩＳホールディングス、日本電子計算株式会社および日本証券代行株式会社の３社の個別財務諸表を取込む取扱

いをやめ、株式会社ＪＢＩＳホールディングスの連結財務諸表を取込むことといたしました。この作成方法の変更に

よる影響は軽微であります。また、持分法非適用関連会社であったジェイエスフィット株式会社が持分法適用関連会

社になりました。 

当社グループの企業集団等について図示すると次のとおりであります。 

  

  

２【事業の内容】

            

  

  日本証券金融株式会社    

…貸借取引業務、金銭および有価証券の貸付業務、有価証券等管理業務（登録金

融機関業務）   

  

  

（連結子会社）日証金信託銀行株式会社 

…顧客分別金信託、有価証券信託等の信託業務および預金・貸出等の銀行

業務  

（連結子会社）日本ビルディング株式会社 

…当社グループ所有の不動産の賃貸・管理 

  

            

  

（持分法適用関連会社）株式会社ＪＢＩＳホールディングス 

…情報サービス事業、証券代行業務等を営むグループ子会社全体の戦略および企画の立案、

統括管理業務 

    
・日本電子計算株式会社 

…情報処理サービス、ソフトウェアの開発・販売 
    

    
・日本証券代行株式会社 

…証券代行業務、証券事務管理業務 
    

    
・株式会社ＪＢＩＳ 

…コンサルティングサービス業務  
    

    
・株式会社ＪＢＩＳビジネスサービス 

…事務のトータルサービス 
    

            

（持分法適用関連会社）ジェイエスフィット株式会社 

…情報処理サービス、ソフトウェアの開発・販売 
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 当第１四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社の株式会社ＪＢＩＳホールディングスの事業再編に伴

い、以下のとおり提出会社の関連会社が増減いたしました。 

  

（増加）  

  

（減少）  

 （注）議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数です。 

  

(1) 連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数（当社連結会社から連結会社外への出向者を除く）であり、執行役員を含んでおりませ

ん。また、臨時従業員数は［ ］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しています。なお、臨

時従業員には派遣社員及びパートタイマーを含んでいます。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除く）であり、執行役員を含んでおりません。また、臨時従

業員数は［ ］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しています。なお、臨時従業員には派遣社員

及びパートタイマーを含んでいます。 

３【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業
の内容 

議決権の所
有(又は被所
有)割合(％)

関係内容 

（持分法適用関連会社）           

ジェイエスフィット株

式会社 

東京都

中央区 
 100
情報処理サ

ービス業 

 20.75 当社のシステム開発、計算を委託している。 

役員の兼任…無 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業
の内容 

議決権の所
有(又は被所
有)割合(％)

関係内容 

（持分法適用関連会社）           

日本電子計算株式会社 
東京都

中央区 
 2,460
情報処理サ

ービス業 

 

 

32.86

(32.86)

当社のシステム開発、計算を委託している。 

役員の兼任…２名 

日本証券代行株式会社 
東京都

中央区 
 500 証券代行業

 

 

32.86

(32.86)

当社の株主名簿管理人業務を委託している。 

役員の兼任…２名 

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） ２８０  〔５〕 

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） ２２８  〔４〕 
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当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

(1) 業績 

当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）における株式市場についてみます

と、期初793ポイントで始まった東証株価指数（TOPIX）は、経済対策や景気底入れへの期待から輸出株主導で上昇

しました。その後は日本企業の決算発表を見極めたいとの市場心理からもみ合う場面もありましたが、大型連休中

の世界的な株高や米大手金融機関のストレステスト結果発表による金融不安の後退を受けて輸出、資源関連株への

買いが持続的にみられるなど堅調に推移する展開となり、６月中旬には当第１四半期連結会計期間最高となる950

ポイントまで上昇し、６月末は929ポイントで取引を終えました。 

この間、東京市場における制度信用取引買い残高は、景気回復期待を背景とした個人投資家の新規買いを中心に

増加し、期初の６千億円台から６月末は１兆１千億円台となり、昨年10月以来の１兆円台の水準に回復しました。

一方、同売り残高は６千億円台から７千億円台の推移となりました。 

このような環境下にあって、当第１四半期連結会計期間の貸付金総残高（期中平均）は5,624億円となりました

が、前年同期比で見ますと4,468億円減の水準にとどまりました。 

当第１四半期連結会計期間の連結営業収益は、貸借取引貸付金利息および債券貸借取引における借入有価証券代

り金利息が減収となったことから8,296百万円（前年同期比24.4％減）となりました。一方、同営業費用は、資金

調達に伴う支払利息が大幅に減少したことから3,917百万円（同47.0％減）となり、一般管理費は貸倒引当金の繰

入れなどにより2,358百万円（同11.1％増）となりました。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の連結営業利益は2,020百万円（同37.9％増）、同経常利益は持分法によ

る投資損失（営業外費用）336百万円を計上したことなどから1,809百万円（同7.1％増）となり、同四半期純利益

は1,032百万円（同5.7％減）となりました。 

次に各業務別の営業概況をご報告いたします。 

貸借取引業務においては、貸借取引貸付金が期中平均で2,819億円と前年同期比1,540億円減少したほか、貸付金

利を引き下げたこともあり、貸付金利息は減収となりました。一方、貸借取引貸付有価証券は期中平均で4,626億

円と前年同期比213億円減少し、有価証券貸付料は若干の減収となりました。この結果、当業務の営業収益は3,766

百万円（前年同期比14.6％減）となりました。 

公社債貸付・一般貸付業務においては、個人・一般事業会社向けおよび金融商品取引業者向け貸付ともに前年同

期の残高水準を下回り、公社債貸付・一般貸付の期中平均残高は486億円となりましたが、昨年度後半から行って

いる現金担保付株券等貸借取引が寄与し、当業務の営業収益は332百万円（同2.2％増）となりました。 

有価証券貸付業務においては、債券営業部門において政策金利の引き下げに伴う取引レートの低下により借入有

価証券代り金利息が減収となり、また一般貸株部門においても受渡遅延回避目的での借株需要が減少したことか

ら、当業務の営業収益は437百万円（同61.0％減）となりました。 

信託銀行業務においては、政府向け貸出が減少したことにより、信託銀行貸付金の期中平均残高は2,170億円と

前年同期比2,835億円減少し、当業務の営業収益は1,623百万円（同30.8％減）となりました。 

その他の収益は、保有国債の利息収入が減少したことなどから、1,866百万円（同25.3％減）となりました。 

在外子会社がないため所在地別業績はありません。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期末における連結ベースの現金および現金同等物は2,887百万円（前年同期比10,458百万円減）とな

りました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収入等により、1,042百万円の流入超（前年同期間14,137百万

円の流入超）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形・無形固定資産の取得による支出等により、180百万円の流出超（前年同期間128百万円の流出超）となりま

した。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

配当金の支払いによる支出等により、932百万円の流出超（前年同期間5,292百万円の流出超）となりました。 

  

(3) 当社グループ貸付金の状況 

    
前年同期間

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

    金額（百万円） 金額（百万円）

貸借取引貸付金 

前期末残高  508,587  244,306

貸出高  2,821,498  2,193,469

回収高  2,802,646  2,018,910

期末残高  527,439  418,865

公社債及び一般貸

付金 

前期末残高  68,595  53,141

貸出高  132,158  99,221

回収高  134,261  102,012

期末残高  66,491  50,351

信託銀行貸付金 

前期末残高  546,702  191,122

貸出高  102,054  75,315

回収高  143,341  40,309

期末残高  505,415  226,128

買現先勘定 

前期末残高 － － 

貸出高  30,094  19,993

回収高  30,094  19,993

期末残高 － － 

その他の貸付金 

前期末残高  7,500  14,500

貸出高  7,500  28,500

回収高  7,500  28,500

期末残高  7,500  14,500

合計 

前期末残高  1,131,385  503,070

貸出高  3,093,305  2,416,500

回収高  3,117,843  2,209,725

期末残高  1,106,846  709,845
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(4) 当社グループ貸付有価証券の状況  

    
前年同期間

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

    金額（百万円） 金額（百万円）

貸借取引貸付有価

証券 

前期末残高  419,503  459,098

貸出高  3,730,874  3,444,459

回収高  3,710,467  3,517,277

期末残高  439,910  386,279

貸債券取引貸付有

価証券 

前期末残高  5,000 － 

貸出高  20,000 － 

回収高  20,000 － 

期末残高  5,000 － 

一般貸株貸付有価

証券 

前期末残高  7,013  1,338

貸出高  166,946  118,182

回収高  158,159  104,070

期末残高  15,801  15,450

合計 

前期末残高  431,516  460,437

貸出高  3,917,821  3,562,641

回収高  3,888,626  3,621,348

期末残高  460,711  401,730
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(5) 当社グループ業務別営業収益の状況 

(6) 当社グループ貸付金の状況（平均残高） 

  
前年同期間

自平成20年４月１日 
至平成20年６月30日 

当第１四半期連結会計期間
 自平成21年４月１日 
 至平成21年６月30日 

前連結会計年度（通期）
自平成20年４月１日 
至平成21年３月31日 

  金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 貸借取引業務 
百万円

 4,410

%

 40.2

百万円

 3,766

%

 45.4

百万円

 19,638

%

 44.3

   貸借取引貸付金利息  1,283  11.7  730  8.8  3,899  8.8

   借入有価証券代り金利息  560  5.1  638  7.7  1,992  4.5

   有価証券貸付料  2,519  22.9  2,331  28.1  13,278  30.0

 公社債貸付・一般貸付業務  324  3.0  332  4.0  1,275  2.9

 有価証券貸付業務  1,121  10.2  437  5.3  4,848  10.9

   株券  160  1.5  72  0.9  462  1.0

   債券  961  8.8  365  4.4  4,386  9.9

 信託銀行業務  2,347  21.4  1,623  19.6  8,780  19.8

   貸付金利息  941  8.6  379  4.6  3,348  7.6

   信託報酬  52  0.5  55  0.7  209  0.5

 不動産賃貸業務  277  2.5  271  3.2  1,091  2.5

 その他  2,498  22.7  1,866  22.5  8,664  19.6

 合計  10,981  100.0  8,296  100.0  44,299  100.0

  
前年同期間

自平成20年４月１日 
至平成20年６月30日 

当第１四半期連結会計期間
 自平成21年４月１日 
 至平成21年６月30日 

前連結会計年度（通期）
自平成20年４月１日 
至平成21年３月31日 

  金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 貸借取引貸付金 
億円

 4,360

%

 43.2

億円

 2,819

%

 50.1

億円

 3,363

%

 41.7

 公社債貸付金・一般貸付金 

 (うち一般信用ファイナンス)

 

 (253)

648  

 (2.5)

6.4  

      (182)

486  

     (3.2)

8.7  

    (142) 

518  

 (1.8)

6.4

 買現先勘定  3  0.0  2  0.0  0  0.0

 信託銀行貸付金  5,005  49.6  2,170  38.6  4,108  50.9

 その他  75  0.8  145  2.6  77  1.0

 合計  10,092  100.0  5,624  100.0  8,068  100.0

 （参考） 

 貸借取引貸付有価証券 
 4,840        4,626        3,961      
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(7) 貸付金利等の推移 

貸借取引金利・貸株料の推移 

（注）平成10年12月以前の貸借取引融資金利および貸株等代り金金利は、弁済期限が６ヶ月の金利を記載しております。

(8) 対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(9) 研究開発活動 

 該当事項はありません。 

年月日（約定日） 貸借取引融資金利 貸株等代り金金利 貸株料 

平成７年10月11日  0.95％  0.00％  ― 

平成10年１月20日  1.25％（＋0.30％）  0.00％  ― 

平成10年６月23日  1.00％（△0.25％）  0.00％  ― 

平成11年３月９日  0.70％（△0.30％）  0.00％  ― 

平成12年10月２日  0.85％（＋0.15％）  0.00％  ― 

平成13年１月４日  1.01％（＋0.16％）  0.00％  ― 

平成13年３月５日  0.88％（△0.13％）  0.00％  ― 

平成13年４月２日  0.75％（△0.13％）  0.00％  ― 

平成13年５月１日  0.60％（△0.15％）  0.00％  ― 

平成14年５月７日  0.60％  0.00％  0.40％ 

平成18年７月27日  0.74％（＋0.14％）  0.00％  0.40％ 

平成18年９月22日  0.86％（＋0.12％）  0.00％  0.40％ 

平成19年３月15日  1.02％（＋0.16％）  0.00％  0.40％ 

平成19年４月５日  1.11％（＋0.09％）  0.00％  0.40％ 

平成21年１月29日  0.97％（△0.14％）  0.00％  0.40％ 

平成21年６月30日現在  0.97％  0.00％  0.40％ 
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除去等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

該当事項はありません。  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  200,000,000

計  200,000,000

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数（株） 

（平成21年６月30日） 

提出日現在
発行数（株） 

（平成21年８月13日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  93,700,000  93,700,000
東京証券取引所 

（市場第一部） 

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式 

単元株式数 100株  

計  93,700,000  93,700,000 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

 平成21年４月１日

～平成21年６月30日 
―    93,700 ―   10,000 ―    5,181

（５）【大株主の状況】

（６）【議決権の状況】
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①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、当社名義の貸借取引担保保有株式等が3,300株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」欄には、当社名義の貸借取引担保保有株式等にかかる議決権の数33個が含まれて

おりません。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式に含まれている自己株式及び相互保有株式は次のとおりであります。 

  自己株式                77株 

    相互保有株式              

      日本証券代行株式会社         25株 

②【自己株式等】 

（注）直前の基準日（平成21年３月31日）以降に実施した自己株式の取得により、自己保有株式は、平成21年６月30日

現在で647,602株（議決権の数は6,476個）となっております。 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

  平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式       646,900
－ 単元株式数 100株 

（相互保有株式） 

普通株式     1,460,600
－ 同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式    91,499,400  914,961 同上 

単元未満株式 普通株式        93,100 － － 

発行済株式総数  93,700,000 － － 

総株主の議決権 －  914,961 － 

  平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 

日本証券金融株式会社 

東京都中央区日本橋 

茅場町１－２－10 
 646,900  －  646,900  0.69

（相互保有株式）  

日本証券代行株式会社  

東京都中央区日本橋 

茅場町１－２－４ 
 1,460,600  －  1,460,600  1.55

計 －  2,107,500  －  2,107,500  2.24

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 

最高（円）  608  702  867

最低（円）  460  541  647

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期 
連結会計期間末 

(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,887 2,957

コールローン 4,000 7,000

有価証券 ※2  1,608,558 ※2  2,697,282

短期貸付金 ※2,※3  709,845 ※2,※3  503,070

貸付有価証券 401,730 460,437

保管有価証券 ※2  40,000 ※2  23,000

寄託有価証券 ※2  202,930 ※2  94,262

繰延税金資産 426 536

借入有価証券代り金 ※2  1,312,225 ※2  1,042,222

その他 ※2  10,322 ※2  33,382

貸倒引当金 △3,186 △2,820

流動資産合計 4,289,738 4,861,332

固定資産   

有形固定資産 ※1  6,941 ※1  6,965

無形固定資産 1,503 1,611

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  526,177 ※2  422,115

繰延税金資産 － 107

その他 1,908 1,928

貸倒引当金 △779 △782

投資その他の資産合計 527,306 423,367

固定資産合計 535,751 431,945

資産合計 4,825,489 5,293,277

負債の部   

流動負債   

コールマネー 1,611,500 1,387,800

短期借入金 846,610 1,673,810

1年内返済予定の長期借入金 2,500 2,500

コマーシャル・ペーパー 113,000 15,000

売現先勘定 90,582 637,881

未払法人税等 574 103

賞与引当金 204 432

役員賞与引当金 － 28

貸付有価証券代り金 1,314,991 791,540

預り担保有価証券 418,865 244,306

借入有価証券 ※4  224,711 ※4  332,259

貸付有価証券見返 1,083 1,133

その他 37,269 46,682

流動負債合計 4,661,894 5,133,479
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（単位：百万円）

当第１四半期 
連結会計期間末 

(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

固定負債   

長期借入金 48,500 48,500

繰延税金負債 1,646 505

再評価に係る繰延税金負債 98 98

退職給付引当金 2,294 2,307

役員退職慰労引当金 103 277

その他 873 876

固定負債合計 53,517 52,565

負債合計 4,715,411 5,186,044

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 5,181 5,181

利益剰余金 92,757 92,471

自己株式 △661 △648

株主資本合計 107,277 107,004

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,656 84

土地再評価差額金 143 143

評価・換算差額等合計 2,800 228

純資産合計 110,077 107,232

負債純資産合計 4,825,489 5,293,277
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業収益   

貸付金利息 2,569 1,384

借入有価証券代り金利息 1,486 1,048

有価証券貸付料 2,750 2,443

その他 4,174 3,419

営業収益合計 10,981 8,296

営業費用   

支払利息 4,797 1,658

有価証券借入料 2,092 1,959

その他 502 298

営業費用合計 7,392 3,917

営業総利益 3,588 4,379

一般管理費 ※  2,123 ※  2,358

営業利益 1,465 2,020

営業外収益   

受取配当金 141 100

持分法による投資利益 62 －

その他 26 24

営業外収益合計 230 125

営業外費用   

持分法による投資損失 － 336

自己株式取得費用 6 －

その他 0 0

営業外費用合計 6 336

経常利益 1,689 1,809

特別利益   

役員退職慰労引当金戻入額 26 －

特別利益合計 26 －

特別損失   

固定資産除却損 6 0

特別損失合計 6 0

税金等調整前四半期純利益 1,709 1,808

法人税、住民税及び事業税 321 557

法人税等調整額 293 218

法人税等合計 615 776

四半期純利益 1,094 1,032
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,709 1,808

減価償却費 378 300

固定資産除売却損益（△は益） 6 0

有価証券関係損益（△） △469 △239

貸倒引当金の増減額（△は減少） 49 364

賞与引当金の増減額（△は減少） △216 △228

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △32 △28

退職給付引当金の増減額（△は減少） △17 △12

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △228 △173

受取利息及び受取配当金 △7,475 △5,219

支払利息 5,022 1,659

持分法による投資損益（△は益） △62 336

短期貸付金の純増（△）減 24,538 △206,774

コールローン等の純増（△）減 20,000 3,000

借入有価証券代り金の増減額（△は増加） 130,068 △270,002

コールマネー等の純増減（△） 36,700 223,700

短期借入金の純増減（△） △212,500 △827,200

売現先勘定の純増減（△） △177,573 △547,299

コマーシャル・ペーパーの純増減（△） △23,000 98,000

貸付有価証券代り金の増減額（△は減少） △8,338 523,451

貸借取引担保金の純増減（△） 474 1,957

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △2,454,680 △1,750,387

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による
収入 2,639,592 2,749,984

その他 39,137 △594

小計 13,080 △3,597

利息及び配当金の受取額 7,297 6,565

利息の支払額 △4,769 △1,856

法人税等の支払額 △1,471 △68

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,137 1,042

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △11 △14

有形固定資産の取得による支出 △7 △73

無形固定資産の取得による支出 △9 △92

その他 △100 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △128 △180

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △4,000 △0

配当金の支払額 △1,291 △930

その他 － △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,292 △932

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,717 △69

現金及び現金同等物の期首残高 4,628 2,957

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  13,346 ※  2,887
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
  
  

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

 持分法の適用に関す

る事項の変更 

  

 持分法適用関連会社 

 (1) 持分法適用関連会社の変更 

持分法適用関連会社である株式会社JBISホールディングスにつきましては、「第１ 

企業の概況」の２ 事業の内容に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より、株式

会社JBISホールディングスの連結財務諸表を対象に持分法を適用する取り扱いとしてお

ります。これに伴い、持分法非適用関連会社であったジェイエスフィット株式会社を持

分法適用の関連会社に含めております。この結果、当社の持分法適用関連会社は株式会

社JBISホールディングスとジェイエスフィット株式会社となります。 

 (2) 変更後の持分法適用関連会社の数 

  ２社 

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

（変動利付国債の評価について） 

当社及び一部の連結子会社が保有する変動利付国債の評価については、「金融資産の時価の算定に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第25号（平成20年10月28日 企業会計基準委員会））に基づき、情報ベンダーから入手した

価格を合理的に算定された価額として適用しております。これは実際の売買事例が極めて少ない等の理由から市場価

格が公正な評価額を示していないと考えられるためであります。 

なお、情報ベンダーの採用している理論値モデルは、フォワードレート・プライシング・モデルであり、国債スポ

ットレート及びスワップション・ボラティリティを価格決定変数としております。  

（役員退職慰労引当金） 

連結子会社１社につきましては、平成21年６月29日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止し、

廃止時までの在任期間に相当する退職慰労金を退任時に支給する旨決議いたしました。この結果、当社及び連結子会

社はすべて役員退職慰労金制度を廃止いたしました。なお、制度廃止日に在任し、かつ、当四半期連結会計期間末に

在任している役員に対する支給見込み額を役員退職慰労引当金に計上しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、5,931百万円で

あります。 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、5,836百万円で

あります。 

 ※２ 担保資産 

 担保に供されている資産で、事業の運営において重

要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められるものは、次のとおりであり

ます。 

 は次の債務の担保に供しております。 

このほか、日本証券クリアリング機構及び日本国債

清算機関の清算基金等の担保として流動資産（その

他）500百万円及び投資有価証券14,946百万円を差し

入れております。 

有価証券 1,401,091百万円

 短期貸付金 127,077百万円

 保管有価証券 40,000百万円

 寄託有価証券 163,837百万円

 借入有価証券代り金 164,026百万円

 投資有価証券 444,947百万円

 貸借取引担保金代用有価証券等 375,078百万円

コールマネー 1,209,700百万円

 短期借入金 678,100百万円

 売現先勘定 42,058百万円

 借入有価証券 164,026百万円

 長期借入金 10,000百万円

 ※２ 担保資産 

  

  

  

  

 は次の債務の担保に供しております。 

このほか、日本証券クリアリング機構及び日本国債

清算機関の清算基金等の担保として流動資産（その

他）500百万円及び投資有価証券9,819百万円を差し入

れております。 

有価証券 2,649,402百万円

 短期貸付金 80,000百万円

 保管有価証券 23,000百万円

 寄託有価証券 65,352百万円

 借入有価証券代り金 307,433百万円

 投資有価証券 359,389百万円

 貸借取引担保金代用有価証券等 287,577百万円

コールマネー 1,202,900百万円

 短期借入金 1,103,300百万円

 売現先勘定 451,259百万円

 借入有価証券 307,433百万円

 長期借入金 10,000百万円

 ※３ 当社及び連結子会社日証金信託銀行㈱における金融

商品取引業者向け極度貸付、顧客向け極度貸付及び当

座貸越契約に係る貸出未実行残高は次のとおりであり

ます。 

 なお、この契約は、融資限度額まで融資実行されず

に終了するものを含んでいるため、融資未実行残高そ

のものが必ずしも将来のキャッシュ・フローに影響を

与えるものではありません。 

極度額総額 575,430百万円

 貸付実行残高 33,405百万円

 差引額 542,025百万円

 ※３ 当社及び連結子会社日証金信託銀行㈱における金融

商品取引業者向け極度貸付、顧客向け極度貸付及び当

座貸越契約に係る貸出未実行残高は次のとおりであり

ます。 

同左 

極度額総額 584,936百万円

 貸付実行残高 35,965百万円

 差引額 548,970百万円

 ※４ 現金担保付債券貸借取引及び消費貸借契約等により

受け入れている有価証券についての当第１四半期連結

会計期間末時価は、貸付に供している有価証券が

869,170百万円、担保に差し入れている有価証券が

452,589百万円、手許に所有している有価証券が

59,734百万円であります。 

 ※４ 現金担保付債券貸借取引及び消費貸借契約等により

受け入れている有価証券についての当連結会計年度末

時価は、貸付に供している有価証券が584,778百万

円、担保に差し入れている有価証券が428,974百万

円、手許に所有している有価証券が50,204百万円であ

ります。 
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当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  93,700千株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式   1,138千株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

 ※ 一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおり

であります。 

報酬給与等 662百万円 

 退職給付費用 91百万円 

 賞与引当金繰入 213百万円 

 事務計算費 281百万円 

 減価償却費 378百万円 

 ※ 一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおり

であります。 

報酬給与等 650百万円 

 退職給付費用 115百万円 

 賞与引当金繰入 204百万円 

 事務計算費 330百万円 

 減価償却費 300百万円 

 貸倒引当金繰入 364百万円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成20年

６月30日現在） 

現金及び預金勘定 13,346百万円

 現金及び現金同等物 13,346百万円

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成21年

６月30日現在） 

現金及び預金勘定 2,887百万円

 現金及び現金同等物 2,887百万円

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の
総額 

１株当た
り配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会 
普通株式 930百万円  10円 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金
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 前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 当社グループの事業区分は、証券金融業の単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。 

   

 前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 存外子会社がないため該当事項はありません。 

  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 該当事項はありません。 

   

 当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日） 

 その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度

の末日に比べて著しい変動が認められます。 

    

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

  取得原価 四半期連結貸借対照表計上額 差額 

 (1) 株式 1,556百万円 2,856百万円 1,300百万円 

 (2) 債券 2,039,721 〃 2,045,048 〃 5,326 〃 

 ①国債・地方債等 1,834,856 〃 1,839,800 〃 4,943 〃 

 ②社債 204,865 〃 205,248 〃 383 〃 

 ③その他 - 〃 - 〃 - 〃 

 (3) その他 3,713 〃 3,711 〃 △1 〃 

 計 2,044,991 〃 2,051,617 〃 6,625 〃 

2009/08/17 15:56:1209567693_第１四半期報告書_20090817155539



１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,189 24   １株当たり純資産額 円 銭1,158 32   

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額  円 銭11 44   １株当たり四半期純利益金額 円 銭11 15   

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

四半期純利益（百万円）  1,094  1,032

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,094  1,032

普通株式の期中平均株式数（千株）  95,557  92,561

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年８月７日

日本証券金融株式会社 

取締役会 御中 

東陽監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 勝野 成紀  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小林 伸行  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 南泉 充秀  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本証券金融株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本証券金融株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月６日

日本証券金融株式会社 

取締役会 御中 

東陽監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 勝野 成紀  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小林 伸行  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 南泉 充秀  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本証券金融株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
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的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本証券金融株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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